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第卜 3表 ヨーテポリ各 NCでの歳入 ･歳出 (1996年) (単位 :1000クローネ)
手数料など収入 支 出 純 支 出 コミューン補助 単年度収支
累 積 残 高セントルムNC 306,379 1,002,485 -696,106 688,062 -8
,044 42,619トシユランダNC 60,505 345,450 -284,945 275,8



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































35) 北村裕明 ｢地方財政改革｣(北村裕明他編 『現代イギ
リス地方自治の展開』法律文化社,1995年)75-83ベー
ン｡
36) 同上論文,88ページ｡
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スウェーデン自治体改革の特徴は,市民の参
加を通じた自治体経営の主体形成と,中央 :也
方関係の面での自治体の財政責任の確立とが並
行して進められている点にあるということが出
来る｡ その改革の経過は自治体の財政責任性
(アカウンタビリティ)の確立にとって市民の
参加を軸にした改革が不可欠なことを示すもの
である｡
NC改革を初めとしたスウェーデンの自治体
改革の経過と背景とを誤解を恐れずに要約する
ならば,第3-2図のような整理が可能であろ
う ｡
従来の集権型のシステムは,財政的には経済
成長によってファイナンスされると共に,政治
的には中央と地方の政治をコントロールする政
党組織と全国的な各種の団体 ･組織を通じて信
任を得てきた｡
このシステムは,低成長による財政危機の中
で効率の低さが指摘されると共に,地方での自
主的な判断による解決が強調されることとなり,
更に財政危機の深まりの中で各コミューンは,
中央の指令ではなく地域の現状を直視した形で
行財政運営を進めることを強いられることと
なった｡
一方で,政党を基礎とした従来の地域政治の
基盤は,組織から個人への市民的な指向の中で
動揺を来しており,公共セクターに対する不満
はサービスの外注方式をはじめ市場型の改革を
加速させた｡同時に他方では,利用者委員会な
どの形により公共サービスに市民の声を直接反
映させる改革が,従来の代表制民主主義システ
ムを補足する形で進みつつある｡
こうした中での経過を公的セクターそのもの
の改革として,その組織 ･担い手 ･市民との関
係に注目して見た場合,現実の NC改革の中
で見られる特徴として次のような点を指摘する
ことができる｡ 第一には公共サービスを直接担
う職員集団の側では,地域の抱える現実の課題
に応えるための各専門職集団による横の連携を
通じた総合的な対応が進められていること｡ 第
二には代表制民主主義の担い手である政治家の
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経済構造･経済基盤
①低 成 長
②グロ バール化
③ソ フ ト化
側での,地域の実情に即した決定の促進と言う形
での改善が進んでいること｡ 第三には未だ不十分
とはいえ地域の住民による様々な意志決定への
参加を促す取組が進められていること｡これ
らの特徴は,総じて言えば地域経営の主体の確
立に向けた歩みとも言うことができるであろう
｡スウェーデンの地方自治改革が持つ,参加
を契機とした地域経営の主体形成に向けたアプ
ローチとしての側面は,一連の地方行財政改革
とNC改革の評価に当たっての一つのポイン
トである｡ 戦後スウェーデンで形成されてきた
集権型システムは,市民をサービスの受手とし
ての受け身的な立場に立たせるものであった｡
そこでの市民の参加は政党を媒介とした代表制
民主主義制度を通じて保障されていたが,国民
の政党離れが進む中で
民主主義制度は 正`統性の危機'を迎えていた
｡同時に,中央の決定を自治体の各部門が実施
するという集権型システムは非効率を伴わざる
をえなかった｡フリーコミューン実験を契機に
始められた地方行財政改革は,基本的に自治体
の権限と責任性を高めることを通じて行政の総
合性と効率性を高めることを狙いとしたもので
あったといえる｡NC改革は,改革の課題が民主主義の問題を 含めて捉えられていた中で,
分権型福祉国家と自治体改革 (2)
の教育 ･福祉等の生活保障から産業基盤整備ま
でに責任を持つ自治体システムの改革と,並行
して進められている点であろう｡ 同時にこうし
た地域への授権が,一方では福祉国家の解体と
渡しなき分散化に導く可能性を持つことは,住
民の所得水準の高い NCによって独立したコ
ミューンとなることを求める要求が挙げられて
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いることからも明らかである｡ 更に一連の改革
が財政危機を契機としていることからも,コ
ミューンの政治の中で産業界の発言力が高まっ
ていることを危倶する指摘も見られており,こ
うした点からも改革の成否の判断を下すために
は今後の推移を見守ることが必要であろう｡
